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そ

定どおり

条例施行３年

の

目を迎え、条例効果が

他

後戻りしないよう、引

　

き続きキャンペーン等

】

周知啓発に努めました

【

。これにより清潔なま

協

ち
づくりを推進するこ

働

とができました。また

：

、地域課題の解決のた

】

め、新たなモデル地区

目

の指定を目指しました

的

が、５地区の更新
にと

・

どまりました。

Ａ：成

目

果があがった

標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

さわ

種

やか条例と環境美化啓

類

発事業

環境部　資源循

ハ

環課

01－04020 ー4－010000 ○ ●ド

03 基本目標３　　人

ソ

と自然が調和した、や

フ

すらぎのあるまち
総合

ト

計画の
02 ②〈住みご

根

こち〉　人にやさしい

拠

居住空間をつくる
位置

法

付け
01 1 地域の特

令

性や景観を活かしたま

等

ちづくりを進める

平塚

対

市さわやかで清潔なま

象

ちづくり条例

市民、事・ 業者

□ □ □ □ 市民・事

受

業者

「平塚市さわやか

益

で清潔なまちづくり条

者

例」に基づく、地区の

事

「平塚市さわやかで清

業

潔なまちづくり条例」

期

の目的を実現する
自主

間

的な美化活動を支援す

委

る美化推進モデル地区

託

指定が積極的 ため、市

、

民や事業者との協働に

協

よる清潔なまちづくり

働

を推進す
に推し進めら

【

れおり、市民の美化意

委

識が高まっています。

託

るための事業を実施し

：

ます。

平塚市美化推進

3

委員長連絡協議会開催

セ

回数 回

－

2 2 2 2 2 2

ク

2 2

まちぐるみ大清掃

・

参加者数 人

－

37,0

財

00 38,000 39

団

,000 39,000

企

39,000 39,0

業

00

37,000 38

Ｎ

,000

美化推進モデ

Ｐ

ル地区指定数 地区

－

5

Ｏ

5 5 5 5 5

5 5

①：予
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位

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

施

0

0 9,916 10,

策

232 8,962 7,

へ

000 7,000 7,

の

000

0 9,916 1

貢

0,232 8,962

献

7,000 7,000

高

7,000

－ － －

0.

市

00 1.15 1.15

民

1.15 0.90 0.

満

90 0.90

0.00

足

0.00 0.00 0.

度

00 0.00 0.00

を

0.00

0 9,650

高

9,650 9,610

め

7,521 7,521

る

7,521

0 19,5

方

66 19,882 18

策

,572 14,521

業

14,521 14,5

有

21

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

地

効

域課題解決のためにモ

性

デル地区指定の促進が

継

必要であり、今後も指

続

定促進に努めます。

自

に

治会、商店街、工業会

よ

等にモデル地区指定に

る

ついて、情報発信を行

成

い、地区指定を促進し

果

ていきます。

平成２1

向

年度で条例施行４年目

上

を迎え、条例効果が後

の

戻
りしないよう、引き

可

続きキャンペーン等周

能

知啓発に努め
るととも

性

に、地域課題の解決の

低

ため、なお一層、モデ

そ

ル
地区の指定を促進し

の

ていきます。

他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

地域課題の解決のため

出

、モデル地区の指定を

総

促進してい
●■ く必要

合

性があります。

■ ○
□

評

□ 地域課題の解決のた

価

め、継続的にモデル地

市

区の指定を促
●□ 進し

民

ていくことで有効性を

ニ

高めています。

■ ○
□

ー

■ 市民の美化意識の向

ズ

上、またまちの美化向

高

上のため効果
●

□ があ

事

り、妥当です。
○

□
○

業

□
□ 行政の対応には限

目

界があり、市民との協

的

働により事業展
●

□ 開

の

しています。
○

■
○

□

達

条例施行５年目を迎え

成

、条例効果が後戻りし

状

ないよう、引き続きキ

況

ャンペーン等周知啓発

必

に努めるとともに、地

要

域課題の解決の
ため、

性

なお一層、モデル地区

市

の指定を促進していき

の

ます。また、路上喫煙

関

禁止区域のエリア拡大

与

など条例の見直し規定

の

に基づき
、見直しを進

必

めていきます。

環境美

要

化啓発事業環境美化啓

性

発事業環境美化啓発事

低

業環境美化啓発事業環

事

境美化啓発事業環境美

そ

化啓発事業

の実施 の実

の

施 の実施 の実施 の実施

他

の実施

0 0 0 0 0 0 0

上

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

条例施行２年目を迎え、条例効果が 条例施行３年目を迎え、条例効果が
後戻りしないよう、引き続きキャン 後戻りしないよう、引き続きキャン
ペーン等周知啓発に努めた。また、 ペーン等周知啓発に努めました。こ
地域課題の解決のため、モデル地区 れにより清潔なまちづくりを推進す
の指定を促進し、昨年の１地区に加 ることができました。また、地域課
え、新たに４地区を指定することが 題の解決のため、新たなモデル地区

５

できた。これらにより

.

清潔なまちづ の指定を

事

目指しましたが、５地

業

区の
くりを推進するこ

展

とができた。 更新にと

開

どまりました。

条例施

の

行３年目を迎え、条例

経

効果が 条例施行５年目

緯

を迎え、条例効果が
後

平

戻りしないよう、引き

成

続きキャン 後戻りしな

1

いよう、引き続きキャ

8

ン
ペーン等周知啓発に

年

努めるとともに ペーン

度

等周知啓発に努めると

事

ともに
、地域課題の解

業

決のため、なお一層 、

分

地域課題の解決のため

平

、なお一層
、モデル地

成

区の指定を促進してい

1

く 、モデル地区の指定

9

を促進していき
。 ます

年

。また、路上喫煙禁止

度

区域のエ
リア拡大など

事

条例の見直し規定に基

業

づき、見直しを進めて

分

いきます。

－ 現状の規

平

模で継続 現状の規模で

成

継続

自治会、商店街、

2

工業会等にモデル 自治

0

会、商店街、工業会等

年

にモデル
地区指定につ

度

いて、情報発信を行い

事

地区指定について、情

業

報発信を行い
、地区指

分

定を促進していく。 、

進

地区指定を促進してい

捗

きます。

－ 実施計画事

状

業 実施計画事業

況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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そ

が必ずしも遵守されて

の

いません。狂犬病予防

他

注射時において、当
初

　

は新規登録者にのみパ

】

ンフレットを配布して

【

いましたが、継続の方

協

にも配布することによ

働

りマナー向上について

：

の一層の啓発
を図りま

】

した。

Ａ：成果があが

目

った

的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

愛玩

種

動物飼育啓発事業

環境

類

部　環境政策課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

03 基本目

ド

標３　　人と自然が調

ソ

和した、やすらぎのあ

フ

るまち
総合計画の

02

ト

②〈住みごこち〉　人

根

にやさしい居住空間を

拠

つくる
位置付け

01 1

法

 地域の特性や景観を

令

活かしたまちづくりを

等

進める

動物の愛護及び

対

管理に関する法律

市民象 、動物の飼養者

□ □ □

・

□

飼育者自らが適正な

受

愛玩動物の管理やまち

益

の美化に取り組んで 愛

者

玩動物の飼育者増加に

事

伴い、飼育モラルの向

業

上を図るため、
います

期

。 飼育に関する情報提

間

供や啓発を行います。

委

パンフレット配布部数

託

部

狂犬病予防注射時に

、

マナー等のパンフレッ

協

トを配布

13,000

働

1,500 13,00

【

0 13,000 13,

委

000 13,000

1

託

2,668 12,67

：

8

ホームページアクセ

3

ス件数 件

市のホームペ

セ

ージのうち動物愛護に

ク

係るホームページのア

・

クセス件数

9,500

財

9,500 9,700

団

9,700 9,700

企

9,700

8,249

業

9,627

①：予定ど

Ｎ

おり

飼育者の責任は認

Ｐ

識されるようになりま

Ｏ

したが、実際のマナー



2 頁

位

ージでの

フレットの発

施

行な周知とパンフレッ

策

周知とパンフレッ周知

へ

とパンフレッ周知とパ

の

ンフレッ周知とパンフ

貢

レッ

ど トの配布など ト

献

の配布など トの配布等

高

トの配布等 トの配布等

市

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

民

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

満

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

足

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

度

0 0

－ － －

0.00 0

を

.22 0.22 0.2

高

2 0.22 0.22 0

め

.22

0.00 0.0

る

0 0.00 0.00 0

方

.00 0.00 0.0

策

0

0 1,847 1,8

業

47 1,839 1,8

有

39 1,839 1,8

効

39

0 1,847 1,

性

847 1,839 1,

継

839 1,839 1,

続

839

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

に

遵法意識や飼育者の責

よ

任についての啓発に努

る

め、飼育者のモラル向

成

上を図ります。

引き続

果

き、ウェブサイトの充

向

実などにより効果的な

上

情報提供や啓発に努め

の

ます。

飼育者のマナー

可

向上のためには継続的

能

な啓発活動が必要
であ

性

り、あらゆる機会をと

低

らえて普及啓発に努め

そ

ます。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

動物の愛護と適正飼育

出

に関する飼育者の社会

総

的責任の自
●□ 覚を促

合

し、動物の飼育に対す

評

る地域住民の理解を促

価

進し

■ ていく必要があ

市

ります。 ○
□
□ 飼育者

民

が果たすべき役割の基

ニ

本や法令を遵守し、動

ー

物の
●□ 生態、習性、

ズ

生理に応じて、動物を

高

生涯にわたり適正に

■

事

飼育するという責務を

業

果たすために有効です

目

。 ○
□
■ 飼育者と動物

的

に好意を持たない人と

の

の相互理解を進め、
○

達

□ 我慢や対立がない、

成

受容による調和のとれ

状

た関係を築く
●

□ 努力

況

が必要であり、市民の

必

主体的な行動を促進す

要

るため
○

□ には、継続

性

的な啓発が求められて

市

います。

□ 継続的な取

の

組みが必要であり、ウ

関

ェブサイトやパンフレ

与

●
□ ット等を通じて、

の

情報提供及び啓発に努

必

めます。
○

□
○

■

獣医

要

師会との連携を図り、

性

動物の愛護及び飼育者

低

の責任・モラルの啓発

事

に努めます。

講座の開

そ

催やパンホームページ

の

でのホームページでの

他

ホームページでのホー

上

ムページでのホームペ



3 頁

展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

飼養者の責任は認識されるようにな 飼育者の責任は認識されるようにな
ったが、実際のマナーが必ずしも遵 りましたが、実際のマナーが必ずし
守されていない。 も遵守されていません。狂犬病予防

注射時において、当初は新規登録者
にのみパンフレットを配布していま
したが、継続の方にも配布すること
によりマナー向上についての一層の
啓発を図りました。

獣医師会とも連携して動物の愛護及 獣医師会との連携を図り

５

、動物の愛
び飼養者の

.

責任・モラルを広めて

事

い 護及び飼育者の責任

業

・モラルの啓発
く。 に

展

努めます。

－ 現状の規

開

模で継続 現状の規模で

の

継続

引き続き、ホーム

経

ページを充実し、 引き

緯

続き、ウェブサイトの

平

充実など
事業展開を図

成

る。 により効果的な情

1

報提供や啓発に努
めま

8

す。

－ 実施計画事業 実

年

施計画事業

度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への



7 頁

そ

議会」が設立され、地

の

域資源を活かした地域

他

の活性化についてワー

　

クショップが開催され

】

ました。

Ｂ：おおむね

【

成果があがった

協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

西部

種

丘陵地域資源活用検討

類

事業

まちづくり政策部

ハ

　まちづくり政策課

0 ー1－080401－9 ド60000 ○ ●

03 基

ソ

本目標３　　人と自然

フ

が調和した、やすらぎ

ト

のあるまち
総合計画の

根

02 ②〈住みごこち〉

拠

　人にやさしい居住空

法

間をつくる
位置付け

0

令

1 1 地域の特性や景

等

観を活かしたまちづく

対

りを進める

市民、地域象 住民 平成１９年度 ～・  

□ □ □ □ 地域住民等

受

恵まれた環境の保全を

益

図りながら、自然資源

者

、歴史資源が活用 活力

事

ある西部丘陵地域にす

業

るため、豊かな自然と

期

地域資源の活
され、地

間

域の活力が増進してい

委

ます。 用方策を検討し

託

ます。

活用検討進捗率

、

％

H19：意見の集約

協

・調整40％　　H2

働

0：資源活用の検討3

【

0％　　　H21：資

委

源活用書の配布30％

託

40 70 100

30 5

：

0

②：若干遅れている

3

まちづくり条例施行後

セ

地区住民主体によるま

ク

ちづくりに支援する方

・

針としたため

土屋・吉

財

沢地区の自治会に対し

団

、ばらの丘ハイテクパ

企

ーク構想を見直したこ

業

とについて説明会を実

Ｎ

施しました。また、「

Ｐ

湘南ひ
らつか・ゆるぎ

Ｏ

地区活性化に向けた協



8 頁

位

れらと共生した地域活

施

力の促進に向けた支援

策

を行います。

意見の集

へ

約・調整資源活用の検

の

討 意見の集約、資源活

貢

用要素の洗い出活用要

献

素の担保性活用指標の

高

検討、

活用の検討、専

市

門し、専門家の派遣の

民

検討、専門家の専門家

満

の派遣

家の派遣 派遣

0

足

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

度

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

を

0 0 0 0 0 0 0

0 45

高

0 60 60 60 60

0

め

45 0 60 60 60 6

る

0

－ － －

0.00 0.

方

65 0.65 0.28

策

0.33 0.33 0.

業

33

0.00 0.00

有

0.00 0.00 0.

効

00 0.00 0.00

性

0 5,455 5,45

継

5 2,340 2,75

続

8 2,758 2,75

に

8

0 5,500 5,4

よ

55 2,400 2,8

る

18 2,818 2,8

成

18

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

「

果

湘南ひらつかゆるぎ地

向

区活性化に向けた協議

上

会」を中心に地域資源

の

を活かした活性化策を

可

協働で検討し、地域活

能

力の推進に向
けた方向

性

性を模索します。

西部

低

丘陵地の地域資源を活

そ

かした地域の活性化に

の

ついて地域と協働で検

他

討します。また、地域

事

の機運が高まった地区

業

からまちづ
くり条例に

の

基づき支援します。

西

目

部丘陵地域の自然資源

的

、地域資源等の活用に

､

よる地域
活力の向上は

対

、長年にわたる地域住

象

民の大きな期待であ
る

､

と同時に、都市構造の

内

骨格として平塚市の活

容

力向上に
貢献する重要

分

な事業であると考えま

高

す。
また、地域や大学

受

との協働のまちづくり

益

としても積極的
に取り

者

組む必要があります。

負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

高齢化が進み、後継者

出

不足など地域活力が低

総

下している
●□ ことか

合

ら、地域資源を活かし

評

た地域の魅力化・活性

価

化を

□ 検討する協議会

市

が立ち上がりました。

民

○
□
■ 都市マスタープ

ニ

ランに取組みの方向性

ー

が示された「ひら
●□

ズ

つかウエスタンヒルズ

高

」の地域内であり、地

事

域の活性化

□ に資する

業

土地利用を検討し、上

目

位施策へつなげます。

的

○
□
■ 都市マスタープ

の

ランのまちづくり全体

達

構想の1地域であ
○

□

成

り、魅力と活気のある

状

まちづくりに対し、今

況

後も地域住
●

□ 民と協

必

働で取り組み地域の活

要

力を増進します。
○

□

性

□ 地域の特性を活かし

市

たまちづくりは、地域

の

住民が主体と
●

□ なっ

関

て進められるよう、ま

与

ちづくりに関する情報

の

の提供
○

□ やまちづく

必

り活動を支援します。

要

○
■

都市マスタープラ

性

ンのまちづくり全体構

低

想の1地域として位置

事

づけられており、地域

そ

住民との協働で、豊か

の

な自然と学術機関や
研

他

究所などの地域資源の

上

活用方法を検討し、そ



9 頁

展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ｂ：おおむね成果があがった

－ ①：予定どおり ②：若干遅れている

都市マスタープラン地域別懇談会（ 土屋・吉沢地区の自治会に対し、ば
西部地域）等において、地域の現状 らの丘ハイテクパーク構想を見直し
や課題について参加者との意見交換 たことについて説明会を実施しまし
を実施した。 た。また、「湘南ひらつか・ゆるぎ

地区活性化に向けた協議会」が設立
され、地域資源を活かした地域の活
性化についてワークショップが開催
されました。

資源活用検討組織等の

５

意見を聴きな 都市マス

.

タープランのまちづく

事

り全
がら、豊かな自然

業

と学術機関や研究 体構

展

想の1地域として位置

開

づけられ
所などの地域

の

資源を活用し、それら

経

ており、地域住民との

緯

協働で、豊か
と共生し

平

た地域活力の促進に向

成

けた な自然と学術機関

1

や研究所などの地
検討

8

を行う。 域資源の活用

年

方法を検討し、それら

度

と共生した地域活力の

事

促進に向けた
支援を行

業

います。

－ 現状の規模

分

で継続 現状の規模で継

平

続

地元をはじめ、多く

成

の市民の意見を 西部丘

1

陵地の地域資源を活か

9

した地
聴きながら、都

年

市マスタープランの 域

度

の活性化について地域

事

と協働で検
地域別方針

業

に即した具現化の方策

分

に 討します。また、地

平

域の機運が高ま
ついて

成

引き続き検討する。 っ

2

た地区からまちづくり

0

条例に基づ
き支援しま

年

す。

－ 実施計画事業 実

度

施計画事業

事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

景

業

観形成促進事業

まちづ

種

くり政策部　まちづく

類

り政策課

01－080 ハ401－020000 ー○ ●

03 基本目標３　

ド

　人と自然が調和した

ソ

、やすらぎのあるまち

フ

総合計画の
02 ②〈住

ト

みごこち〉　人にやさ

根

しい居住空間をつくる

拠

位置付け
01 1 地域

法

の特性や景観を活かし

令

たまちづくりを進める

等 平塚市景観条例

市民

□

対

□ □ □

市民が落ち着き

象

と潤いを感じることが

・

できる、地域の環境と

受

調 地域と調和し、地域

益

の魅力を高める景観形

者

成を誘導するため、
和

事

したまちなみ景観の形

業

成を促進します。 公共

期

・民間の建築物、工作

間

物などに対する指導、

委

助言をすると
ともに、

託

市民と連携し良好な景

、

観形成に努めます。

届

協

出に対する不勧告率 ％

働

不勧告率（%）＝不勧

【

告件数／届出件数×1

委

00

－ 100 100 1

託

00 100 100

－ 1

：

00

①：予定どおり

湘

3

南ひらつか都市景観づ

セ

くり要綱に基づく協議

ク

･届出制度により届出

・

者に対して指導、助言

財

を行い、良好な景観形

団

成に誘導を行
いました

企

。

Ａ：成果があがった

業 ＮＰ
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上

す。

事業者に指導・助

位

事業者に指導・助事業

施

者への指導・事業者へ

策

の指導・事業者への指

へ

導・事業者への指導・

の

言 言 助言及び市民への

貢

助言及び市民への助言

献

及び市民への助言及び

高

市民への

普及啓発 普及

市

啓発 普及啓発 普及啓発

民

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

満

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

足

0

0 0 0 0 0 0 0

0 1

度

20 40 740 800

を

800 800

0 120

高

40 740 800 80

め

0 800

－ － －

0.0

る

0 1.15 1.15 1

方

.90 1.74 1.7

策

4 1.74

0.00 0

業

.00 0.00 0.0

有

0 0.00 0.00 0

効

.00

0 9,650 9

性

,650 15,877

継

14,540 14,5

続

40 14,540

0 9

に

,770 9,690 1

よ

6,617 15,34

る

0 15,340 15,

成

340

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

果

景観計画・景観条例を

向

活用し、景観に対する

上

市民意識の更なる高揚

の

を図りながら、より一

可

層の景観形成の推進を

能

図ります。

景観法に基

性

づく景観計画と景観条

低

例の運用により、景観

そ

アドバイザー制度を効

の

果的に活用し、事業者

他

に指導・助言をすると

事

とも
に、市民への普及

業

啓発に努めます。

景観

の

計画、景観条例の施行

目

により、地域への働き

的

かけな
ど積極的な取組

､

みが必要であります。

対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 平成１７年度のアン

抽

ケートによると市民の

出

景観への関心
●□ があ

総

り、景観行政の一層の

合

推進が求められていま

評

す。届

■ 出者に対して

価

地域特性に配慮した景

市

観への指導、助言を ○

民

□ 行うことが求められ

ニ

ています。

□ これまで

ー

の事業の継続により、

ズ

市内各地に景観に配慮

高

し
●■ た建築物等の整

事

備や市民活動が行われ

業

るようになってい

■ ま

目

す。引き続き景観に配

的

慮した建物の誘導や市

の

民による ○
□ 景観形成

達

活動への支援を図るこ

成

とが必要です。

■ 地域

状

と調和し、魅力を高め

況

る大規模建築物や公共

必

施設等
●

□ の景観形成

要

を誘導するため、専門

性

家の知見も取り入れな

市

○
□ がら、個々の対象

の

に応じた適切な指導、

関

助言を事業者に
○

□ 対

与

して行っています。

□

の

景観計画・景観条例を

必

施行し、届出対象の見

要

直しを行う
○

□ 必要が

性

あります。
●

□
○

■

景

低

観計画・景観条例の策

事

定を受けて、良好な景

そ

観形成を促進するため

の

、市民及び事業者へ周

他

知を図る必要がありま
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

湘南ひらつか都市景観づくり要綱に 湘南ひらつか都市景観づくり要綱に
基づく協議･届出制度により届出者 基づく協議･届出制度により届出者
に対して指導、助言を行ない、良好 に対して指導、助言を行い、良好な
な景観形成が誘導できた。一方、法 景観形成に誘導を行いました。
的根拠や強制力を持たない要綱によ
る指導では、十分な規制・誘導を行
なうことができない場面も生じてい
る。

必要性、有効性、妥当性、効率性の 景観計画・景観条例

５

の策定を受けて
総合評

.

価は高い。今後、新た

事

な景観 、良好な景観形

業

成を促進するため、
計

展

画・景観条例の策定を

開

受けて、よ 市民及び事

の

業者へ周知を図る必要

経

が
り効果的な事業の推

緯

進に取り組む。 ありま

平

す。

－ 拡大して継続 拡

成

大して継続

景観法に基

1

づく景観計画と景観条

8

例 景観法に基づく景観

年

計画と景観条例
の運用

度

により、景観アドバイ

事

ザー制 の運用により、

業

景観アドバイザー制
度

分

を効果的に活用して事

平

業を実施す 度を効果的

成

に活用し、事業者に指

1

導
る。 ・助言をすると

9

ともに、市民への普
及

年

啓発に努めます。

－ 実

度

施計画事業 実施計画事

事

業

業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

景

業

観計画・景観条例策定

種

事業

まちづくり政策部

類

　まちづくり政策課

0 ハ1－080401－0 ー40000 ○ ●

03 基

ド

本目標３　　人と自然

ソ

が調和した、やすらぎ

フ

のあるまち
総合計画の

ト

02 ②〈住みごこち〉

根

　人にやさしい居住空

拠

間をつくる
位置付け

0

法

1 1 地域の特性や景

令

観を活かしたまちづく

等

りを進める

景観法

市民対           象    ～ 平成２０年・ 度

□ □ □ □

市民や事業

受

者が、景観計画の内容

益

や景観条例の仕組みを

者

活用し 景観法を活用し

事

、これまでの景観行政

業

をより一層推進するた

期

め
、平塚らしい良好な

間

景観づくりに取り組ん

委

でいます。 、景観法に

託

基づく景観計画を策定

、

するとともに、計画の

協

実効性
を確保するため

働

の景観条例を制定しま

【

す。

景観計画・条例策

委

定進捗率 ％

－

100 1

託

00 － － － －

70 10

：

0

①：予定どおり

市民

3

意見の反映や関連条例

セ

・計画との整合を行い

ク

、景観計画・景観条例

・

を制定しました。

Ａ：

財

成果があがった

団 企業 ＮＰ
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上

－ － －

0.00 1.3

位

0 1.30 0.16 0

施

.00 0.00 0.0

策

0

0.00 0.00 0

へ

.00 0.00 0.0

の

0 0.00 0.00

0

貢

10,909 10,9

献

09 1,337 0 0 0

高

0 18,889 11,

市

378 1,337 0 0

民

0

○ ○ ○ ○ ○ ● ○

景観

満

計画・景観条例の策定

足

が終了し、事業目的を

度

達成しました。

景観計

を

画、景観条例の適正な

高

運用を図る必要があり

め

ます
。

る方策
業 有効性

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 景観に対する市民意

抽

識の高揚とともに、景

出

観法施行によ
●□ る景

総

観行政の一層の推進が

合

求められているので景

評

観計画

■ ・景観条例を

価

策定しました。 ○
□
■

市

これまでの要綱に基づ

民

く取り組みを景観法に

ニ

基づく取組
●□ へと移

ー

行・継続することによ

ズ

り、より一層の良好な

高

景観

■ 形成の推進を図

事

るものであり、総合計

業

画や都市マスター ○
□

目

プラン等の上位、関連

的

計画に即するものです

の

。

■ 良好な景観形成を

達

図るには、法的な根拠

成

が必要なので条
●

□ 例

状

化したものです。
○

□

況

○
□
□ 景観計画・景観

必

条例の策定についてコ

要

ンサルの専門的知
●

□

性

識を活かすため業務委

市

託により実施した。
○

の

■
○

□

景観計画・景観

関

条例の適正な運用を図

与

ります。

景観計画・景

の

観条景観計画・景観条

必

景観計画の進行管

例策

要

定事業 例策定事業 理及

性

び条例の運用

0 0 0 0

低

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

事

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

そ

0 0 0 0

0 7,980

の

469 0 0 0 0

0 7,

他

980 469 0 0 0 0
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ

頁

：成果があがった

－ ②：若干遅れている ①：予定どおり

市民意見の反映や関連条例・計画と 市民意見の反映や関連条例・計画と
の整合を行い、景観計画案・景観条 の整合を行い、景観計画・景観条例
例案の策定作業を進めた。 を制定しました。

必要性、有効性、妥当性、効率性の 景観計画・景観条例の適正な運用を
総合評価は高い。策定後の景観計画 図ります。
・景観条例の仕組みの効果的な運用
に取り組む。

－ 拡大して継続 終了

景観重点区域を中心とした市民の景
観づくり活動への支援の

５

充実ととも
に、景観ア

.

ドバイザー制度の効果

事

的
な活用により、良好

業

な景観形成の促
進を図

展

る。

－ 実施計画事業 －

開の経緯

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

高

業

度地区の変更事業

まち

種

づくり政策部　まちづ

類

くり政策課

01－08 ハ0401－97000 ー0 ○ ●

03 基本目標３

ド

　　人と自然が調和し

ソ

た、やすらぎのあるま

フ

ち
総合計画の

02 ②〈

ト

住みごこち〉　人にや

根

さしい居住空間をつく

拠

る
位置付け

01 1 地

法

域の特性や景観を活か

令

したまちづくりを進め

等

る

都市計画法第８条第

対

１項第３号

市民    象           ・ ～ 平成２０年度

□ □

受

□ □

建築物の高さが制

益

限されることにより、

者

地域の特性を活かした

事

市街化区域の良好な居

業

住環境や秩序ある市街

期

地環境の維持・保
良好

間

な市街地環境が保全さ

委

れています。 全を図る

託

ため、建築物の高さの

、

制限である高度地区の

協

変更を行
います。

高度

働

地区の変更手続き進捗

【

率 ％

－

100 100 －

委

70 100

①：予定ど

託

おり

変更案について、

：

広報紙等による市民周

3

知を図り、法定縦覧及

セ

び都市計画審議会等の

ク

都市計画手続きを進め

・

変更告示を行った。

Ａ

財

：成果があがった

団 企業 ＮＰ
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上

0 0 0 0 0

－ － －

0.

位

00 1.60 1.60

施

0.31 0.00 0.

策

00 0.00

0.00

へ

0.00 0.00 0.

の

00 0.00 0.00

貢

0.00

0 13,42

献

6 13,426 2,5

高

91 0 0 0

0 13,4

市

26 13,426 2,

民

591 0 0 0

○ ○ ○ ○

満

○ ● ○

高度地区の変更

足

については、平成20

度

年度に指定したことに

を

より終了となります。

高

良好な居住環境の確保

め

とともに、商業環境や

る

工業環境の
維持増進を

方

図るための高度地区の

策

活用は、都市全体の活

業

力向上と景観形成等に

有

とって効果的な手法で

効

あり、今後
も適正な運

性

用を図る必要がありま

継

す。

続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 市民要望や都市計画

抽

審議会の建議を受け、

出

市民アンケー
●□ ト調

総

査の結果等に基づき、

合

都市計画法の規定によ

評

り市が

■ 主体となり都

価

市計画の変更手続を進

市

めた事業です。 ○
□
■

民

都市マスタープランに

ニ

基づき、土地利用の方

ー

針の実現に
●□ 向けて

ズ

高度地区を市街化区域

高

全域に拡大するため、

事

都市

□ 計画法の規定に

業

より都市計画の変更手

目

続を進めた事業で ○
□

的

す。

■ 都市マスタープ

の

ランに基づき、市民要

達

望や都市計画審議
●

□

成

会の建議を受け、市民

状

アンケート調査の結果

況

等に基づき
○

□ 進めた

必

事業です。
○

□
□ 都市

要

計画の変更手続は、一

性

定の期間を有するとと

市

もに、
○

□ 十分な市民

の

周知に努める必要があ

関

りました。
●

□
○

■

高

与

度地区の変更告示に伴

の

い、市民や事業者等へ

必

の周知徹底を図る必要

要

があります。

市街化区

性

域の高度高度地区の運

低

用 高度地区の運用

地区

事

の変更

0 0 0 0 0 0 0

そ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

他

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ

頁

：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

変更素案の公表について、ホームペ 変更案について、広報紙等による市
ージ・広報紙・パンフレットによる 民周知を図り、法定縦覧及び都市計
周知を図り、地域説明会の開催及び 画審議会等の都市計画手続きを進め
パブリックコメントを実施し、市民 変更告示を行った。
意見の集約に努めた。素案公表後の
市民意見の集約に時間がかかり、案
の作成及び手続が遅れた。

平成20年度の都市計画の変更手続に 高度地区の変更告示に伴い、市民

５

や
向けて、計画的に法

.

定手続きを進め 事業者

事

等への周知徹底を図る

業

必要が
ていく必要があ

展

る。 あります。

－ 現状

開

の規模で継続 終了

高度

の

地区の変更告示に伴い

経

、市民や
事業者等への

緯

広報活動や適正な制度

平

の運用を図る。

－ 実施

成

計画事業 －

18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

多様性基本法の成立な

そ

ど法制度も大きく変化

の

しています。こうした

他

背景により
、平塚市の

　

水と緑が有する多面的

】

機能の一層の発揮とそ

【

の保全・向上に資する

協

「緑の基本計画」の改

働

訂作業を行いました。

：

Ａ：成果があがった

】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

改

業

訂緑の基本計画策定事

種

業

まちづくり事業部　

類

みどり公園・水辺課

0 ハ1－080405－0 ー40000 ○ ●

03 基

ド

本目標３　　人と自然

ソ

が調和した、やすらぎ

フ

のあるまち
総合計画の

ト

02 ②〈住みごこち〉

根

　人にやさしい居住空

拠

間をつくる
位置付け

0

法

1 1 地域の特性や景

令

観を活かしたまちづく

等

りを進める

緑化の推進

対

及び緑の保全に関する

象

条例

市民 平成２０年度・  ～ 平成２１年度

□

受

□ □ ■

「緑の基本計画

益

」を改訂することによ

者

り、みどり豊かなまち

事

づ みどり豊かなまちづ

業

くりを推進するため、

期

基本計画を改訂しま
く

間

りを進めています。 す

委

。

「緑の基本計画」改

託

訂進捗率 ％

Ｈ20：調

、

査報告書50％、Ｈ2

協

1：策定50％

－ 50

働

100

50

①：予定ど

【

おり

現行の「平塚市緑

委

の基本計画」が平成1

託

0年３月に策定されて

：

から10年余りが経過

3

し、その間、少子高齢

セ

化の進展、環境問題や

ク

防
災、社会参画等に対

・

する市民意識の高まり

財

、レクリエーションニ

団

ーズの多様化、財政の

企

逼迫など、社会的背景

業

は大きく変化して
おり

Ｎ

、同時に、都市緑地法

Ｐ

の改正や景観法、生物
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上

特徴を生
かした計画を

位

策定していきます。

－

施

緑の基本計画の策基本

策

計画の策定、

定調査 報

へ

告書の作成

0 0 0 0 0

の

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

貢

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

献

0 0 0

0 0 6,783

高

7,000 0 0 0

0 0

市

6,783 7,000

民

0 0 0

－ － －

0.00

満

0.00 0.70 0.

足

70 0.00 0.00

度

0.00

0.00 0.

を

00 0.00 0.00

高

0.00 0.00 0.

め

00

0 0 5,874 5

る

,850 0 0 0

0 0 1

方

2,657 12,85

策

0 0 0 0

○ ○ ○ ○ ○ ●

業

○

平成21年度までに

有

改訂緑の基本計画が策

効

定されるため、本事業

性

は終了します。

平塚市

継

の特徴を活かした計画

続

となるよう、市民、有

に

識者
等の意見を反映し

よ

た計画にしていきます

る

。

成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 平塚市の目指す都市

抽

の姿である「きらめく

出

海、緑の丘、
●■ 創造

総

とうるおいの湘南の都

合

市ひらつか」に向け、

評

総合的

■ かつ計画的に

価

保全、整備、創出する

市

ための指針として本 ○

民

□ 計画を改訂する必要

ニ

があります。

■ 平成1

ー

0年に策定された「緑

ズ

の基本計画」は、おお

高

むね20
●■ 年後の展

事

望計画としましたが、

業

社会経済の変化や新平

目

塚

■ 市総合計画の見直

的

しがあったことから、

の

計画の改訂は有 ○
□ 効

達

性が高いと思われます

成

。

■ 新しい平塚市総合

状

計画、平塚市都市マス

況

タープランに適
○

□ 合

必

した計画とし、今後の

要

平塚市の緑に関する展

性

望計画と
●

□ すること

市

から、妥当性がは高い

の

と思われます。
○

□
□

関

平成10年からの実績

与

の検証を行い、今後の

の

展望計画とし
○

□ て、

必

コンサルタント、市民

要

とともに改訂していき

性

ます。
●

■
○

□

緑に対

低

する要望、意見は様々

事

なものがあるが、その

そ

中から海、川、丘陵、

の

田園と、恵まれた自然

他

環境を有する平塚市の
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ － Ａ：成果があがった

－ － ①：

頁

予定どおり

平成20年度及び21年度で実施する。 現行の「平塚市緑の基本計画」が平
成10年３月に策定されてから10年余
りが経過し、その間、少子高齢化の
進展、環境問題や防災、社会参画等
に対する市民意識の高まり、レクリ
エーションニーズの多様化、財政の
逼迫など、社会的背景は大きく変化
しており、同時に、都市緑地法の改
正や景観法、生物多様性基本法の成
立など法制度も大きく変化していま
す。こうした背景により、平塚市の
水と緑が有する多面的機能の一層の
発揮と

５

その保全・向上に資す

.

る「緑
の基本計画」の

事

改訂作業を行いまし
た

業

。

緑に対する要望、意

展

見は様々なもの 緑に対

開

する要望、意見は様々

の

なもの
があるが、その

経

中から海、川、丘陵 が

緯

あるが、その中から海

平

、川、丘陵
、田園と、

成

恵まれた自然環境を有

1

す 、田園と、恵まれた

8

自然環境を有す
る平塚

年

市の特徴を生かした計

度

画にし る平塚市の特徴

事

を生かした計画を策
な

業

ければならない。 定し

分

ていきます。

－ 現状の

平

規模で継続 終了

市民、

成

コンサルタントととも

1

に、平
塚市の特徴を活

9

かした計画としてい
く

年

。

－ 実施計画事業 －

度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

中学校などには、草花

そ

の種子や苗を配布しま

の

した。また、潤いのあ

他

る街づくりを進
めるた

　

めの、花とみどりのモ

】

デル地区である八重咲

【

町自治会と協働で、地

協

域花壇、街路樹帯及び

働

中央地下道側道に夏5

：

,500株、
秋5,5

】

00株の草花を植栽し

目

ました。公園、広場等

的

の公共用地及び公民館

・

等41か所に住民団体

目

、公共機関の協力を得

標

て、249個のプ
ラン

事

ター花壇等を設置し、

業

花とみどりにあふれた

の

景観づくりに取り組み

概

ました。

Ｂ：おおむね

要

成果があがった

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

花

業

とみどりのまちづくり

種

推進事業

まちづくり事

類

業部　みどり公園・水

ハ

辺課

01－08040 ー5－050000 ○ ●ド

03 基本目標３　　人

ソ

と自然が調和した、や

フ

すらぎのあるまち
総合

ト

計画の
02 ②〈住みご

根

こち〉　人にやさしい

拠

居住空間をつくる
位置

法

付け
01 1 地域の特

令

性や景観を活かしたま

等

ちづくりを進める

緑化

対

の推進及び緑の保全に

象

関する条例

市民・モデ・ ル地区住民

□ □ □ □ 市

受

民・自治会住民

草花の

益

植栽を通して市民の緑

者

化意識の高揚を図り、

事

花とみどり 緑化意識の

業

高揚と学校など公共施

期

設の緑化推進のため、

間

小・中
に触れられる場

委

が確保されています。

託

学校などには草花の種

、

子や苗を配布します。

協

また、駅周辺や公
共空

働

地では、植栽管理など

【

市民の自主的な緑化活

委

動を支援しま
す。

草花

託

の配布数 株数

－

11,

：

000 11,120 1

3

1,000 11,00

セ

0 11,000 11,

ク

000

11,000 1

・

1,000

公共空地へ

財

の植栽箇所数 箇所

－

2

団

70 280 250 25

企

0 250 250

249

業

249

①：予定どおり

Ｎ

学校などの公共施設の

Ｐ

緑化推進のため、小・
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上

苗などの配布、種苗な

位

どの配布、種苗などの

施

配布、種苗などの配布

策

、種苗などの配布、

公

へ

共空地にプラン公共空

の

地にプラン公共空地に

貢

プラン公共空地にプラ

献

ン公共空地にプラン公

高

共空地にプラン

ター設

市

置 ター設置 ター設置 タ

民

ー設置 ター設置 ター設

満

置

0 0 0 0 0 0 0

0 0

足

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

度

0 0

0 7,838 7,

を

990 7,990 7,

高

990 7,990 7,

め

990

0 0 0 0 0 0 0

る

0 7,838 7,99

方

0 7,990 7,99

策

0 7,990 7,99

業

0

－ － －

0.00 0.

有

75 0.75 0.75

効

0.75 0.75 0.

性

75

0.00 0.00

継

0.00 0.00 0.

続

00 0.00 0.00

に

0 6,294 6,29

よ

4 6,267 6,26

る

7 6,267 6,26

成

7

0 14,132 14

果

,284 14,257

向

14,257 14,2

上

57 14,257

● ○

の

○ ○ ○ ○ ○

市民参加の

可

花とみどりのまちづく

能

りの推進と支援を行い

性

ます。

市民への緑化意

低

識の高揚、啓発を図り

そ

、市民が主体的に緑化

の

活動に参加しやすいよ

他

う支援します。

花やみ

事

どり豊かなまちづくり

業

を推進するために、市

の

民が
主体的に緑化活動

目

に参加するような事業

的

を展開していき
ます。

､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ モデル地区のスポッ

抽

ト植栽270か所や、

出

公共施設のプラ
●■ ン

総

ター花壇249か所の

合

植栽を行っています。

評

計画的なみ

■ どり行政

価

を進めるうえで、草花

市

の植栽を通して、市民

民

の ○
□ 緑化意識の高揚

ニ

を図る必要があります

ー

。

■ 公共施設や公共空

ズ

地に花や球根を配布し

高

たり、市民と協
●■ 働

事

で花苗を植栽すること

業

は、花とみどりのある

目

まちづく

■ りの実現の

的

ために有効です。 ○
□

の

■ 市民参加の花とみど

達

りのまちづくりの推進

成

と支援を行う
○

■ には

状

、維持管理にかかる活

況

動をいかに市民主導で

必

実施し
●

□ てもらうか

要

が課題です。
○

□
□ 植

性

栽する大量の草花をよ

市

り安価で安定的に供給

の

するため
○

■ 、年間ス

関

ケジュールをたてて事

与

業を運営しています。

の

●
□

○
□

都市景観が重

必

視される中で、花やみ

要

どり豊かなまちづくり

性

、自然環境の保全は注

低

目される分野ですが、

事

維持管理にかかる活動

そ

を
、いかに市民主体で

の

実施するかが課題です

他

。

種苗などの配布、種
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｂ：おおむ

頁

ね成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

学校などの公共施設の緑化推進のた 学校などの公共施設の緑化推進のた
め、小・中学校などには、草花の種 め、小・中学校などには、草花の種
子や苗を配布した。 子や苗を配布しました。また、潤い
また、潤いのある街づくりを進める のある街づくりを進めるための、花
ための、花とみどりのモデル地区で とみどりのモデル地区である八重咲
ある八重咲町自治会と協働で、地域 町自治会と協働で、地域花壇、街路
花壇、街路樹帯及び中央地

５

下道側道 樹帯及び中央

.

地下道側道に夏5,5

事

00
に夏5,500株

業

、秋5,500株の草

展

花を植 株、秋5,50

開

0株の草花を植栽しま

の

し
栽した。公園、広場

経

等の公共用地及 た。公

緯

園、広場等の公共用地

平

及び公
び公民館等41

成

箇所に住民団体、公共

1

民館等41か所に住民

8

団体、公共機関
機関の

年

協力を得て、249個

度

のプラン の協力を得て

事

、249個のプランタ

業

ー
ター花壇等を設置し

分

、花とみどりに 花壇等

平

を設置し、花とみどり

成

にあふ
あふれた景観づ

1

くりに取り組んだ。 れ

9

た景観づくりに取り組

年

みました。

都市景観が

度

重視される中で、花や

事

み 都市景観が重視され

業

る中で、花やみ
どり豊

分

かなまちづくり、自然

平

環境の どり豊かなまち

成

づくり、自然環境の
保

2

全は注目される分野で

0

あるが、維 保全は注目

年

される分野ですが、維

度

持
持管理にかかる活動

事

を、いかに市民 管理に

業

かかる活動を、いかに

分

市民主
主体で実施する

進

かが課題である。 体で

捗

実施するかが課題です

状

。

－ 現状の規模で継続

況

現状の規模で継続

市民

主

への緑化意識の高揚、

な

啓発を図 市民への緑化

取

意識の高揚、啓発を図

組

り、市民が主体的に緑

と

化活動に参加 り、市民

成

が主体的に緑化活動に

果

参加
しやすいよう支援

検

する。 しやすいよう支

証

援します。

－ 実施計画

結

事業 実施計画事業

果

平成20年度へ
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Ｏ

ＰＲ活動を行うととも

そ

に、みどり豊かな住み

の

よい環境づくりと防災

他

のため、通学路に面し

　

た家庭や新しく建てら

】

れる方に対して
、パン

【

フレットの配布を行う

協

ほか、造園協会、宅建

働

協会、不動産協会、ハ

：

ウジングプラザ等にパ

】

ンフレットを置いて啓

目

発を行い
、生垣設置者

的

へ奨励補助金を交付し

・

ました。（７件66.

目

95ｍ　200,85

標

0円）

Ｂ：おおむね成

事

果があがった

業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

生

業

垣設置奨励事業

まちづ

種

くり事業部　みどり公

類

園・水辺課

01－08 ハ0405－06000 ー0 ○ ●

03 基本目標３

ド

　　人と自然が調和し

ソ

た、やすらぎのあるま

フ

ち
総合計画の

02 ②〈

ト

住みごこち〉　人にや

根

さしい居住空間をつく

拠

る
位置付け

01 1 地

法

域の特性や景観を活か

令

したまちづくりを進め

等

る

緑化の推進及び緑の

対

保全に関する条例

生垣象 設置者

□ □ □ □ 住民

み

・

どり豊かな環境と市民

受

生活の安全が向上して

益

います。 みどり豊かな

者

住みよい環境づくりと

事

防災のため、通学路に

業

面し
た家庭や新しく家

期

を建てられる方に対し

間

てパンフレットの配布

委

などで啓発を行い、生

託

垣の設置に対して支援

、

します。

個別訪問等に

協

よるＰＲ活動件数 件数

働

－

700 700 700

【

700 700 700

1

委

,783 1,106

生

託

垣設置総延長 ｍ

8,4

：

00 8,700 9,0

3

20 9,340 9,6

セ

60 9,980

8,2

ク

20.7 8,287.

・

7

①：予定どおり

広報

財

紙２回掲載、戸別訪問

団

によるパンフレット配

企

布（花水地区578軒

業

、なでしこ地区528

Ｎ

軒　計1,106軒）

Ｐ

、緑化まつり期間中の
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上

助：建築指導課）と協

位

力して、積極的に事業

施

展
開をしていきます。

策

生垣設置の支援 生垣設

へ

置の支援 生垣設置の支

の

援 生垣設置の支援 生垣

貢

設置の支援 生垣設置の

献

支援

0 112 70 33

高

6 336 336 336

市

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

民

0 0 0 0

0 225 13

満

1 624 624 624

足

624

0 0 0 0 0 0 0

度

0 337 201 960

を

960 960 960

－

高

－ －

0.00 0.21

め

0.21 0.21 0.

る

21 0.21 0.21

方

0.00 0.00 0.

策

00 0.00 0.00

業

0.00 0.00

0 1

有

,763 1,763 1

効

,755 1,755 1

性

,755 1,755

0

継

2,100 1,964

続

2,715 2,715

に

2,715 2,715

よ

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

PR方

る

法を検討するとともに

成

、従来の生垣とは異な

果

る、最近の外構設備を

向

考えた要綱の検討も行

上

っていきます。

新しい

の

街並みに合った外構に

可

対して、要綱の検討を

能

行い、補助対象につい

性

て検討していきます。

低

みどり豊かな住みよい

そ

環境づくりと防災のた

の

め、多くの
市民に周知

他

するとともに、最近の

事

住宅事情に合った要綱

業

の検討もしていきます

の

。

目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ みどり豊かな住みよ

抽

い環境づくりと防災的

出

見地から、市
●■ 民ニ

総

ーズは高いが、必要な

合

時に情報が入手できる

評

ように

■ 、市が地道に

価

ＰＲしていく必要があ

市

ります。 ○
□
□ ブロッ

民

ク塀等の倒壊による被

ニ

害を防ぐためにも、関

ー

係課
●■ と連携して、

ズ

ＰＲを継続していくこ

高

とは有効性が高いと

■

事

思われます。 ○
□
■ 生

業

垣設置により緑が増加

目

することに加え、危険

的

なブロッ
●

■ ク塀等の

の

倒壊を防ぐ手段として

達

も妥当性が高いと思わ

成

れ
○

■ ます。
○

□
■ Ｐ

状

Ｒの方法については、

況

従来の方法だけではな

必

く、これ
●

□ から家を

要

新築する人たちに制度

性

を周知するために、不

市

動
○

■ 産業界、造園業

の

界、住宅展示場などに

関

積極的に働きかけ
○

□

与

ていきます。

チラシの

の

各戸配布によるＰＲ方

必

法を検証し、地道なP

要

R方法の継続と、これ

性

から家を建て塀を設置

低

する可能性のある、よ

事

りニーズ
の高い対象へ

そ

のＰＲも行っていきま

の

す。また、他施策（ブ

他

ロック塀等防災工事補
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｂ：おおむ

頁

ね成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

広報紙2回掲載、戸別訪問によるパ 広報紙２回掲載、戸別訪問によるパ
ンフレット配布（松原地区462件、 ンフレット配布（花水地区578軒、
富士見地区1,321件　計1,783件）、 なでしこ地区528軒　計1,106軒）、
緑化まつり期間中のPR活動を行うと 緑化まつり期間中のＰＲ活動を行う
ともに、みどり豊かな住みよい環境 とともに、みどり豊かな住みよい環
づくりと防災のため、通学路に面し 境づくりと防災のた

５

め、通学路に面
た家庭

.

や新しく建てられる方

事

に対し した家庭や新し

業

く建てられる方に対
て

展

、パンフレットの配布

開

等で啓発を して、パン

の

フレットの配布を行う

経

ほ
行い、生垣設置者へ

緯

奨励補助金を交 か、造

平

園協会、宅建協会、不

成

動産協
付した。（8件

1

112.15m　33

8

6,450円 会、ハウ

年

ジングプラザ等にパン

度

フレ
） ットを置いて啓

事

発を行い、生垣設置
者

業

へ奨励補助金を交付し

分

ました。（
７件66.

平

95ｍ　200,85

成

0円）

チラシの各戸配

1

布によるPR方法を検

9

チラシの各戸配布によ

年

るＰＲ方法を
証し、地

度

道なPR方法の継続と

事

、これ 検証し、地道な

業

PR方法の継続と、こ

分

から家を建て塀を設置

平

する可能性の れから家

成

を建て塀を設置する可

2

能性
ある、よりニーズ

0

の高い対象へのPR の

年

ある、よりニーズの高

度

い対象への
も行ってい

事

く。 ＰＲも行っていき

業

ます。また、他施
策（

分

ブロック塀等防災工事

進

補助：建
築指導課）と

捗

協力して、積極的に事

状

業展開をしていきます

況

。

－ 現状の規模で継続

主

現状の規模で継続

新し

な

い街並みに合った外構

取

に対して 新しい街並み

組

に合った外構に対して

と

、要綱の検討を行い、

成

補助対象につ 、要綱の

果

検討を行い、補助対象

検

につ
いて検討する。 い

証

て検討していきます。

結

－ 実施計画事業 実施計

果

画事業

平成20年度へ
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Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

万

業

田貝塚住宅建替整備事

種

業

まちづくり事業部　

類

建築住宅課

01－08 ハ0502－01020 ー0 ● ○

03 基本目標３

ド

　　人と自然が調和し

ソ

た、やすらぎのあるま

フ

ち
総合計画の

02 ②〈

ト

住みごこち〉　人にや

根

さしい居住空間をつく

拠

る
位置付け

01 1 地

法

域の特性や景観を活か

令

したまちづくりを進め

等

る

市民 平成１９年度 対 ～ 平成２１年度

□ □

象

□ □

環境・安全性など

・

に優れた、高い居住水

受

準を誇るバリアフリー

益

住宅に困窮する市民に

者

市営住宅を供給するた

事

め、万田貝塚住宅
住宅

業

を建設することにより

期

、高齢者・障害者など

間

の多様な市民 を建て替

委

えます。
ニーズに応え

託

ています。

整備進捗率

、

％

H19：設計委託2

協

％、H20：建設工事

働

18％、H21：建設

【

工事完成80％

2 20

委

100

2 20

①：予定

託

どおり

平成２０年度工

：

事に着手し、造成工事

3

、本体工事（基礎工事

セ

及び西側１階フロアー

ク

）電気設備、機械設備

・

工事及び３１、３２号

財

線の整備工事を実施し

団

ました。

Ａ：成果があ

企

がった

業 ＮＰ
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上

2.00 2.00 2.

位

15 0.00 0.00

施

0.00

0.00 0.

策

00 0.00 0.00

へ

0.00 0.00 0.

の

00

0 16,782 1

貢

6,782 17,96

献

6 0 0 0

0 16,78

高

2 136,491 88

市

4,866 0 0 0

○ ○

民

○ ○ ○ ● ○

平成21年

満

度までに万田貝塚住宅

足

の建替整備が完了する

度

ことから、本事業は終

を

了となります。

平成2

高

1年度に完成し、効率

め

的な利用を目指します

る

。

方策
業 有効性

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 住宅に困窮する市民

抽

に市営住宅を供給する

出

ため、建替整
●■ 備を

総

進める事業であり、必

合

要性が高いと思われま

評

す。

■ ○
□
■ 住生活基

価

本法に基づき、住宅政

市

策における公営住宅の

民

役
●■ 割である住宅の

ニ

セーフティーネット機

ー

能として、建替整

■ 備

ズ

を進めることから、有

高

効性は高いと思われま

事

す。 ○
□
■ 住宅困窮者

業

（高齢者や単身者など

目

）を対象とした住宅確

的

●
■ 保の視点などを考

の

慮し、受益者負担を図

達

っており、妥当
○

□ 性

成

は高いと思われます。

状

○
□
□ 事業経費に関し

況

ては、入居者ニーズを

必

勘案しながら更な
○

■

要

るコスト削減に取り組

性

みます。
●

□
○

□

平成

市

21年度完成し、効率

の

的な利用を目指します

関

。

設計委託 建設工事 建

与

設工事、完成

0 0 30

の

,856 290,67

必

3 0 0 0

0 0 0 0 0 0

要

0

0 0 33,000 3

性

55,000 0 0 0

0

低

0 0 0 0 0 0

0 0 55

事

,853 221,22

そ

7 0 0 0

0 0 119,

の

709 866,900

他

0 0 0

－ － －

0.00
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

都市計画法、省エネ法、建築基準法 平成２０年度工事に着手し、造成工
の改正に伴い、万田貝塚住宅建替計 事、本体工事（基礎工事及び西側１
画に基づく当初設計の修正設計を行 階フロアー）電気設備、機械設備工
った。 事及び３１、３２号線の整備工事を

実施しました。

必要性、有効性、妥当性、効率性の 平成21年度完成し、効率的な利用を
総合評価は高い。ただし、効率性の 目指します。
部分で、事業経費のコスト削減に取
り組む。

－ 現状の

５

規模で継続 終了

入居者

.

ニーズを考慮しながら

事

物件費
を見直し、コス

業

トの削減に努める。

－

展

実施計画事業 －

開の経緯

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

理戸数が１６００戸と

そ

明確にされ現状維持の

の

計
画に変更されたため

他

積極的導入は、中止し

　

ます。

Ｂ：おおむね成

】

果があがった

【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

民

業

間住宅借上事業

まちづ

種

くり事業部　建築住宅

類

課

01－080502 ハ－980000 ○ ●

0

ー

3 基本目標３　　人と

ド

自然が調和した、やす

ソ

らぎのあるまち
総合計

フ

画の
02 ②〈住みごこ

ト

ち〉　人にやさしい居

根

住空間をつくる
位置付

拠

け
01 1 地域の特性

法

や景観を活かしたまち

令

づくりを進める

市民 平

等

成１８年度 ～ 平成対 ２０年度

□ □ □ □

環境

象

・安全性などに優れた

・

、高い居住水準を誇る

受

バリアフリー 住宅に困

益

窮する市民に市営住宅

者

を供給するため、民間

事

の建物・
住宅を借り上

業

げることにより、高齢

期

者・障がい者などの多

間

様な 土地所有者などと

委

連携し借上型市営住宅

託

を整備します。
市民ニ

、

ーズに応えています。

協

- -

- - - -

- -

- -

働

- -

整備進捗率 ％

H1

【

9：制度の検討10％

委

、H20：事業主の選

託

定20％、H21：工

：

事完成・入居開始70

3

％

10 30 100 - -

セ

7 10

- -

- - - -

③

ク

：遅れている

平塚市ス

・

トック総合計画見直し

財

にあたり、維持管理戸

団

数の方向性が示されて

企

いたため

平塚市ストッ

業

ク総合活用計画が見直

Ｎ

され、平成３０年度の

Ｐ

平塚市営住宅の維持管
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上

00 0.00 0.00

位

0.00 0.00 0.

施

00

0 5,455 5,

策

455 0 0 0 0

0 5,

へ

455 5,455 0 0

の

0 0

○ ○ ○ ● ○ ○ ○

平

貢

塚市ストック総合活用

献

計画が見直され、平成

高

３０年度の平塚市営住

市

宅の維持管理戸数が１

民

６００戸（現状維持）

満

の計画に変更
されたた

足

め、積極的導入は中止

度

します。

平成20年度

を

に平塚市営住宅ストッ

高

ク総合活用計画が見直

め

され、平成30年度の

る

市営住宅の維持管理戸

方

数を1,600戸
とし

策

たため、実施計画及び

業

ひらつか協働経営プラ

有

ン２０
０８で計画を終

効

了しました。

性
継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 住宅に困窮する市民

抽

に市営住宅を供給する

出

ための建替整
●■ 備手

総

法として必要性があり

合

ます。

■ ○
□
■ 公営住

評

宅法に位置づけられて

価

いる民間活力導入手法

市

であ
●■ る民間借上げ

民

住宅による公営住宅の

ニ

整備手法は、良好な

□

ー

公営住宅を安定的に供

ズ

給する手法として有効

高

です。 ○
□
■ 住宅困窮

事

者（高齢者や単身者な

業

ど）を対象とした住宅

目

確
●

■ 保の視点などを

的

考慮し、適正な受益者

の

負担を図っている
○

□

達

ことから、妥当性は高

成

いと思われます。
○

□

状

□ 事業経費に関しては

況

、入居者ニーズを勘案

必

しながら更な
○

□ るコ

要

スト削減に取りくみま

性

す。
●

■
○

□

用途廃止

市

住宅の住替え用住宅と

の

して、借り上げ住宅の

関

確保が必要になる可能

与

性があります。

制度の

の

検討 事業主の募集・選

必

定

0 0 0 0 0 0 0

0 0

要

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

性

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

低

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

事

0 0 0

－ － －

0.00

そ

0.65 0.65 0.

の

00 0.00 0.00

他

0.00

0.00 0.
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｃ：十分に成果をあげることが

頁

でき
なかった

Ｂ：おおむね成果があがった

－ ③：遅れている ③：遅れている

借上型市営住宅制度の要綱等を検討 平塚市ストック総合活用計画が見直
したが、案がまとまらなかった。 され、平成３０年度の平塚市営住宅

の維持管理戸数が１６００戸と明確
にされ現状維持の計画に変更された
ため積極的導入は、中止します。

必要性、有効性、妥当性、効率性の 用途廃止住宅の住替え用住宅として
総合評価は高い。ただし、効率性の 、借り上げ住宅の確保が必要になる
部分で、事業経費のコスト

５

削減に取 可能性があり

.

ます。
り組む。

－ 現状

事

の規模で継続 廃止

入居

業

者のニーズを考慮しな

展

がら物件
費を見直し、

開

コスト削減に努める。

の

－ 実施計画事業／行政

経

改革事業 －

緯

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

りとす
るため、年間を

そ

通して様々な分野のイ

の

ベントを実施したほか

他

、『かなひ（金目）の

　

歴史ガイドブック』を

】

作成するなど、金目地

【

区の自然環境、歴史、

協

文化遺産を再認識し、

働

保存・展示・活用する

：

ための事業が行われま

】

した。

Ａ：成果があが

目

った

的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

エ

業

コ・ミュージアム推進

種

事業

社会教育部　社会

類

教育課　文化財保護担

ハ

当

01－100501 ー－060000 ○ ●

0

ド

3 基本目標３　　人と

ソ

自然が調和した、やす

フ

らぎのあるまち
総合計

ト

画の
02 ②〈住みごこ

根

ち〉　人にやさしい居

拠

住空間をつくる
位置付

法

け
01 1 地域の特性

令

や景観を活かしたまち

等

づくりを進める

市民

□

対

□ □ □ 東海大学、地域

象

住民等

地域市民の手に

・

より自然環境、歴史、

受

文化遺産を保存、再生

益

、 金目地区の自然環境

者

、歴史、文化遺産を再

事

認識し、保存・展示
修

業

復、保護し、展示や伝

期

承することで、地域の

間

風土を守り、育 ・活用

委

するため、地域の人々

託

と様々な方策を検討し

、

ます。
てる意識が高ま

協

り、地域市民が地域に

働

誇りをもち、地域全体

【

が
活性化し、住みやす

委

いコミュニティが形成

託

されています。

推進委

：

員会開催回数 回

－

12

3

13 14 12 12 12

セ

12 12

登録会員数 人

ク

－

60 65 70 85 1

・

00 100

60 84

①

財

：予定どおり

平成２０

団

年度は「エコ・ミュー

企

ジアム　金目まるごと

業

博物館」基本計画を策

Ｎ

定しました。また、将

Ｐ

来の事業展開の足がか
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上

進委員会、作業基本計

位

画の策定 実施計画の策

施

定 エコミュージアムエ

策

コミュージアムエコミ

へ

ュージアム

部会による

の

検討 実施計画事業の着

貢

実施計画事業の充実施

献

計画事業の充

手 実 実

0

高

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

市

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

民

0 0 0 0 0 0 0

0 1,

満

000 1,000 1,

足

300 500 1,00

度

0 1,000

0 1,0

を

00 1,000 1,3

高

00 500 1,000

め

1,000

－ － －

0.

る

00 0.80 0.80

方

0.80 0.85 0.

策

85 0.85

0.00

業

0.50 0.50 0.

有

50 0.30 0.30

効

0.30

0 8,428

性

8,428 8,410

継

8,138 8,138

続

8,138

0 9,42

に

8 9,428 9,71

よ

0 8,638 9,13

る

8 9,138

● ○ ○ ○

成

○ ○ ○

平成２１年度中

果

には実施計画が策定さ

向

れる予定であるため、

上

当該事業を本格的な実

の

施へと導き、地域住民

可

の手による運営の足が

能

かりを築くための組織

性

体制の強化、事業の実

低

施などが求められます

そ

。一方、賛助会費（会

の

費・協賛金等）の取得

他

方法を見出すこ
とも必

事

要です。

平成２１年度

業

に策定する「実施計画

の

」の内容に基づき、エ

目

コミュージアム事業を

的

さらに発展させるため

､

の各種の活動を展開し

対

ま
す。

推進委員会の発

象

足から３年目となり基

､

本施策及び実施計
画が

内

策定されたことで、今

容

後は当該組織の独立支

分

援の手
法を模索するこ

高

とになります。そのた

受

め、事業活動の実
施方

益

法などの把握に努める

者

ことが必要であると考

負

えてい
ます。

担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 地域の歴史、文化遺

抽

産などの特性を活かし

出

た、地域住民
●■ によ

総

る初めての「エコミュ

合

ージアムによる協働の

評

まちづ

■ くり」であり

価

、市、地域住民ともに

市

取り組むべき価値が ○

民

□ とても高い事業です

ニ

。

□ 地域住民が、金目

ー

地域に誇りと愛着をも

ズ

ち、その魅力を
●■ 広

高

域的に発信する活動を

事

通じて、新たな地域間

業

コミュニ

■ ティの形成

目

や観光的かつ経済的効

的

果の増大のみならず、

の

○
□ 住みやすいまちづ

達

くりにもつながり有効

成

です。

■ 今後の事業展

状

開によっては、様々な

況

可能性を含んでいま
○

必

■ す。例えば、文化遺

要

跡の管理や街並みの整

性

備、花畑の維
●

□ 持管

市

理等を所有者や任意の

の

ボランティア等に依頼

関

するこ
○

□ とを検討し

与

ます。

□ 事業のスター

の

トから間もないため、

必

事業手法やコスト削
○

要

■ 減の面などにおいて

性

、まだ検討の余地が残

低

されています
●

□ 。
○

事

□

基本計画が策定され

そ

たことにより、今後は

の

実施計画の策定を進め

他

ることになります。

推
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

平成１９年６月に「エコ・ミュージ 平成２０年度は「エコ・ミュージア
アム　金目まるごと博物館推進委員 ム　金目まるごと博物館」基本計画
会」を市民と協働で設立した。また を策定しました。また、将来の事業
、将来の事業展開の足がかりとする 展開の足がかりとするため、年間を
ため、年間を通して様々な分野で各 通して様々な分野のイベントを実施
世代を対象としたイベントを実施し したほか、『かなひ（金目）の歴史
た。これらにより金

５

目地区の自然環 ガイド

.

ブック』を作成するな

事

ど、金
境、歴史、文化

業

遺産を再認識し、保 目

展

地区の自然環境、歴史

開

、文化遺産
存・展示・

の

活用することができた

経

。 を再認識し、保存・

緯

展示・活用する
ための

平

事業が行われました。

成

事業の趣旨を念頭に置

1

きながら、今 基本計画

8

が策定されたことによ

年

り、
後の基本計画・実

度

施計画の策定を進 今後

事

は実施計画の策定を進

業

めること
めることが求

分

められる。 になります

平

。

－ 現状の規模で継続

成

現状の規模で継続

平成

1

２０年度に策定する「

9

基本計画 平成２１年度

年

に策定する「実施計画

度

」の内容に基づき、各

事

事業を短期・ 」の内容

業

に基づき、エコミュー

分

ジア
中期・長期別にカ

平

テゴリー分けを行 ム事

成

業をさらに発展させる

2

ための各
い、実施計画

0

を策定する。 種の活動

年

を展開します。

－ 実施

度

計画事業／行政改革事

事

業 実施計画事業

業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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